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１ はじめに 

（１）策定の趣旨 

○  本県においては、これまで、「やまぐち産業戦略推進計画」に基づき、本県

の強みを活かした産業戦略の取組を官民一体となって推進してきました。 

 

○ その結果、産業インフラの充実、医療、環境・エネルギー分野等における企

業誘致や研究開発・事業化の進展、観光分野や県産品の売り込み強化に向けた

推進体制の整備など、着実な成果が上がっています。 

 

○  その一方で、人口減少や少子高齢化の進展に伴い、今後、県経済や産業面へ

の影響が強く懸念されるとともに、県内企業における人材不足の深刻化、生産

拠点再編等に伴う工業跡地の活用など様々な課題も生じています。 

 

○ また近年、あらゆる産業、社会生活における IｏT、ＡＩなど第４次産業革命 

の進展や、医療・健康、バイオ、自動車産業等の分野における急速な技術革新、 

市場変化への対応が急務となっており、国においては、成長戦略の策定・推進 

を通じ、そうした技術革新等に対応した地域の成長分野の取組を強力に後押し 

しています。 

 

○  こうした中、本県経済の持続的な成長、発展を促していくには、本県の強 

みである基礎素材型を中心とした高度な産業集積や技術開発力、地域中核企 

業の持つ優れた独自技術等のアドバンテージ、医療、環境・エネルギー、水 

素分野等での取組成果、ＪＡＸＡとの連携、山口東京理科大学薬学部の設置 

等のポテンシャルを最大限に活かし、本県が今後伸ばしていく分野をしっか 

りと見極めながら、成長投資の拡大や成長産業の創出等に向けた戦略的なイ 

ノベーションの展開を図っていく必要があります。 

 

○  このため、産業戦略本部においては、新たな産業戦略の指針として、「やま 

  ぐち産業イノベーション戦略」を策定し、官民一体となって、こうした取組 

 を重点的・戦略的に推進します。 
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≪やまぐち産業イノベーション戦略の構成≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

基本目標  

①基礎素材型産業  ②輸送用機械関連産業 ③医療関連産業 ④環境・エネルギー関連産業 

⑤航空機・宇宙産業 ⑥水素エネルギー関連産業 ⑦バイオ関連産業 ⑧ヘルスケア関連産業 

⑨ＩｏＴ等関連分野   ［各分野を支える高度ものづくり産業についても重点支援］ 

 

 ●コスト競争力の強化や生産性向上、成長分野の拡大 

●技術革新や市場変化等に対応したサプライチェーンの再構築 
 
 

●地域経済・雇用を牽引する地域中核企業等の創出、成長支援 

●急成長の見込まれる企業の県内立地と主力企業への育成 
 
 

●経営革新に取り組む中小企業の生産性向上 
 

●高度都市型産業のモデル拠点整備 

 

取組の 

方向性 

官民一体となった公的・民間支援メニューの提供による総合的・集中
的な支援（地域未来投資促進法をはじめとした、各種補助金・融資や
技術相談、金融機関等と連携したコンサルティング 等） 

 

山口県の高度技術、産業集積を活かした「戦略的イノベーション（技術/生産/経営革

新）」の加速的な展開を図り、重点成長分野の発展・拡大や、生産性、付加価値の向

上による県経済の持続的成長を目指します。 

成長分野の 

技術・製品開発基

盤となる大手化

学企業等基礎素

材型産業の集積 

北部九州、広島と

合わせた自動車

の一大生産拠点

の形成 

高度なものづく

り技術を有する

中堅・中小企業 

の立地 

県内大学や、ＪＡ

ＸＡの研究セン

ター等を中心と

する研究開発 

拠点機能 

 「９つ」の重点成長分野 

 
１０の産業戦略プロジェクト 

支援スキーム 

瀬戸内 

基幹企業 

地域中核

企業 

中小企業 

［拠点整備］ 

本県の産業特性と今後の経済成長を支える「４つの強み」 

１瀬戸内産業競争力・生産性強化        ６高度産業人材確保・活用支援 

２自動車新時代に対応したイノベーション創出  ７産業インフラ輸出促進 

３大規模産業用地活用促進           ８地域産業ＩｏＴ等導入促進 

４地域中核企業創出・成長支援         ９スタートアップ企業立地促進・育成 

５地域中核企業等立地促進           10 新山口駅北地区拠点施設整備支援 
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（２）基本目標 

本県の高度技術、産業集積を活かした「戦略的イノベーション」（技術／生産 

／経営革新）の加速的な展開を図り、重点成長分野の発展・拡大や、生産性、付 

加価値の向上による県経済の持続的成長を目指します。 
  
【主な視点（特色）】 

 ○本県の高度技術・産業集積を基盤とした「オープンイノベーション」の推進 

 ○人口減少や少子高齢化等の本県特性も踏まえた、高生産性、高付加価値型産 

業モデルの構築 

 

（３）目標年度/期間 

急速な技術革新や市場変化、企業動向等に機動的に対応するため、2020年度 

までの３年間を当面の目標年度とし、重点的・集中的な取組を展開します。 

 ※ 経済情勢等の変化に応じ、プロジェクトの追加、見直し等も適宜実施します。 

 

（４）重点成長分野 

国の成長戦略や、本県の産業特性・強み、成長に向けたポテンシャル等を踏ま 

え、今後伸ばしていくべき成長分野を明確化（重点９分野）し、重点的・集中的 

な取組を展開します。 

 

（５）プロジェクトの推進/支援スキーム 

 ○ 目標を実現するため、この３年間で重点的に取り組む先導的・横断的な「戦 

略プロジェクト」を具体的に掲げます。（各「プロジェクト」には、指標・工 

程表を設定） 

 

○ 重点成長分野に係る各部局による施策等の推進や、新たな「プロジェクト」 

 の立ち上げ・推進により、官民一体となった重点成長分野の推進を図ります。 

 

 ○ 各プロジェクトの実施を通じ、地域未来投資促進法や県補助・融資制度、技 

術相談等による集中的な支援に取り組むとともに、地元金融機関等と連携した 

コンサルティング、金融サポート等の強化を図ります。 

 

○ 重点成長分野（９分野）におけるイノベーションの加速的な展開を図るため、 

「やまぐち産業イノベーション基金（仮称）」の創設を検討するなど、安定的・ 

継続的な財源の確保に努めるとともに、国への積極的な提案・要望を行います。 
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【プロジェクト推進/支援スキーム】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推   進   体   制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係各部局 

産業戦略部 

重点成長分野（９分野） 

個別分野ごとの関連事業を通じた支援 

新指針に基づく先導的・横断的プロジェクトの推進 
 

基礎素材 

型産業 

輸送用機械 

関連産業 

医療関連 

産業 

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ

関連産業 

航空機・ 

宇宙産業 

水素ｴﾈﾙｷﾞｰ

関連産業 

バイオ関連

産業 

ヘルスケア

関連産業 

IoT 等関連 

分野 

 対象企業 瀬戸内基幹企業 地域中核企業 

連
携 

 

産業戦略本部（本部長：知事） 

産業戦略プロジェクト 

      産業戦略の推進 

 

 

 

 

検 証 

追加・見直し 

新

基

金 

予算編成/事業実施 

国への提案・要望 

国 

市町 

◎ 民間委員と行政による「産業戦略本部」において、関係部局と緊密に連携して

戦略を推進します。 

県民

産業

界 
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２ 重点成長分野について 

（１）本県の産業特性と今後の経済成長を支える「４つの強み」 

 

① 基礎素材型産業に特化した全国有数の工業県であり、成長分野における技 

術・製品開発の基盤となる大手化学系企業等が集積 

 

 ○ 本県は、県内総生産に占める「第２次産業」の割合が約 4 割と、全国平均 

（約２割強）に比べて高く、そのうち約７割を基礎素材型産業が占める全国有数 

の工業県です。（全国平均：約４割） 

○ 今後、国内の産業拠点としてのコンビナート群を中心とした、大手化学メー 

カーなど、化学、石油、鉄鋼などの基礎素材型産業の集積は、「成長分野にお 

ける部材・素材等の開発・製造拠点（マザーファクトリー）」であると同時に、 

中堅・中小企業群を含む高度なものづくり技術を誇る「せとうち・ものづくり 

基盤」を形成しています。 

 ○ また、災害リスク等も踏まえた大手製薬メーカー等の工場立地・集積も進ん 

でおり、化学、バイオ系企業の研究開発力と、県内のものづくり中堅・中小企 

業の高度な技術力は、新製品・新技術の研究開発基盤となり、医療、環境・エ 

ネルギー分野などの産業クラスターの形成を促進・加速するとともに、次世代 

の成長産業分野におけるイノベーション創出の大きなポテンシャルになって 

います。 

 

② 輸送用機械製造業の生産拠点が産業集積し、特に自動車製造業は、北部九 

州・広島と合わせて、国内における一大生産集積地を形成 

 

 ○ 輸送用機械の製造業工業出荷額の割合が２割を占めるなど、自動車、鉄道な 

どの加工組立型産業が集積しており（化学工業に次いで第２位）、中でも、そ 

の 8 割を占める自動車関連産業は、隣接する広島県、福岡県等と合わせ、国内 

の一大生産集積地となっています。（北部九州・広島・山口地域の生産台数： 

約 240 万台） 

 ○ 自動車産業は我が国の製造品出荷額の約２割（約 52 兆円）を占めるリーデ 

ィング産業であり、関連部品市場と合わせ、将来的にも大きな成長が期待され 

ています。 

また、自動車産業は、電動化や自動運転など、いわゆる「CASE（※）」に 

代表される技術革新により、100 年に一度の変革期にあると言われており、 

本県においても、次世代自動車の普及拡大に伴う軽量・機能性部材、電子部品 

等の新市場創出や新規参入の大きなチャンスが到来しています。  

※「Connected」:インターネット等を活用した外部・相互接続性の向上 「Autonomous」：自律走行 

 「Shared & Services」：カーシェアリングなど多様なニーズ等 「Electric」：電気自動車  
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③ 基礎素材型産業集積等を背景に、高度なものづくり技術を有し、地域内外の 

「バリューチェーンの要」となる中堅・中小企業が数多く立地 

 

 ○ コンビナートを中心とする基礎素材型産業の集積を背景にした、高度なもの 

づくり技術を誇る中堅・中小企業の集積は、精密、高精度な製品、素材の供給 

や、高度な研究開発を支える重要な基盤となっています。 

 ○ また、こうした企業群は、大企業とともに、本県の製造業における付加価値 

  の約８割を創出する、域内外の「バリューチェーンの要」として、今後の本県 

の経済・雇用を牽引し、また、今後の成長産業分野の担い手となる「地域中核 

企業」としての役割を期待されています。 

 

④ 先行的な水素利活用やＪＡＸＡの研究センターの設置、県内大学における、 

医薬・バイオ分野等の研究開発拠点機能の強化等の取組が進展 

 

 ○ 瀬戸内コンビナートに由来する全国トップレベルの水素先進県として、水素 

の製造・供給インフラの整備、サプライチェーンの構築など、「水素社会の実 

現」を目指した先導的な実証研究や、水素利活用による地域づくり等の取組が 

進展しています。 

○ また、この他にも、県内ものづくり企業の参画による航空宇宙クラスターの 

形成や、JAXAの「西日本防災衛星利用研究センター」の設置を契機とした衛 

星データ利活用に係る研究会の立ち上げ、バイオ関連の企業の集積、山口大学 

における医療分野の研究開発拠点機能の強化、山口東京理科大学薬学部の設置 

など、次世代の成長産業を育成するための様々な基盤の整備が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口県の高度技術、産業集積を活かした 

「戦略的イノベーション（技術/生産/経営革新）」の加速的な展開を図り、 

重点成長分野の発展・拡大や、生産性、付加価値の向上による 

県経済の持続的成長を目指します。 
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（２）重点成長分野の設定 

≪国における成長戦略の推進状況等≫ 

 
  国においては、「日本再興戦略 2016」や「未来投資戦略 2017」等において、 

医療関連、環境・エネルギー、IoT・AI 等、重点分野を定め、次世代産業の育成・ 

振興に向けた成長戦略を推進しています。  

  

■ 日本再興戦略 2016「名目 GDP600兆円に向けた官民戦略プロジェクト 10」 
テーマ等 主な重点戦略分野 市場規模等 

第４次産業革命の実現  IoT・ビッグデータ・AI・ロボ
ット 

［付加価値創出］ 
 30兆円（2020年） 

世界最先端の健康立国へ 健康・予防に向けた保険外サ
ービス活用促進、ビッグデー
タ等の活用による診療支援・
革新的創薬・医療機器開発等 

［市場規模］ 
16兆円(2011年)  

    ⇒26兆円（2020年） 

環境エネルギー制約の克服
と投資拡大 

省エネ・再エネの推進、燃料
電池自動車の本格的普及など
水素社会の実現等 

［エネルギー関連投資］ 
 18兆円(2014年度) 
   ⇒28兆円(2030年度) 

スポーツの成長産業化 
 
 

スポーツ施設の魅力・収益性
の向上等 

［市場規模］ 
5.5 兆円(2015年)  

    ⇒15兆円（2025年） 
既存住宅流通・リフォーム市
場の活性化 
 

資産価値を評価する流通・金
融等の仕組み構築等 

［市場規模］ 
11兆円(2013年)  

    ⇒20兆円（2025年） 
サービス産業の生産性向上 
 

宿泊、運送、外食・中食、医
療等の生産性向上のための法
的枠組み、地域金融支援等 

［付加価値創出］ 
343 兆円(2014年)  

   ⇒410兆円（2020年） 
攻めの農林水産業の展開と
輸出力の強化 

スマート農業、産業界と農業
界の連携体制構築等 

［６次産業市場規模］ 
5.1 兆円(2014年度) 

   ⇒10兆円(2020年度) 
観光立国の実現 
 

地域観光経営の推進、広域観
光周遊ルートの世界水準への
改善 

［外国人旅行消費額］ 
3.5 兆円(2015年) 

   ⇒8兆円(2020年) 
       ⇒15兆円(2030年) 

  ※ 上記のほか、「中堅・中小企業・小規模事業者の革新」等、全１０のプロジェクト設定あり。 

 

 ■ 未来投資戦略 2017 「Society 5.0 に向けた戦略分野」 
テーマ等 主な重点戦略分野 ＫＰＩ 

健康寿命の延伸 

 

遠隔診療、ＡＩ開発・実用
化、革新的な再生医療等製
品等の創出促進等 

国民の健康寿命を 
2歳以上延伸（2025年） 

移動革命の実現 地域における無人自動走行
による移動サービスの実現
等、高度な自動走行に向け
た制度整備の方針策定等 

国内車両の安全運転支援装
置・システム搭載率 

20%（2020年） 

サプライチェーンの次世代化 国内外の複数企業のデータ
連携の実証、国際標準化等 

製造業の労働生産性向上 
年間 2%を上回る 

快適なインフラ・まちづくり 
 
 

インフラ整備・維持管理の
生産性向上（点検・災害対
応ロボットの開発促進等） 

建設現場の生産性向上 
2割向上（2025年度） 

フィンテック（ファイナンス・
テクノロジー） 
※ＦinＴech（ﾌｨﾝﾃｯｸ）企業 

＝ 電子決済代行業者等 

オープンイノベーション/
キャッシュレス化の推進 
（新たな決済サービスの創
出等) 

オープン API（金融機関等の
システム接続仕様）の導入 
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≪本戦略における重点成長分野≫ 

 
 ○ 本県の産業特性をベースとして、各産業が有する「強み」や「優位性」、今 

後の成長が期待される「イノベーションや成長に向けたポテンシャル」、これ 

からの技術・製品・サービス等の「国内外の市場の成長性」等を踏まえ、高度 

技術や産業集積を活かした高い生産性と付加価値を生み出すイノベーション 

の展開を図るため、本県産業の成長フェーズ等に応じ、９つの産業分野を今後、 

本県が重点的に伸ばしていくべき成長分野として設定します。【重点成長分野】 

 

 

区  分 分   野 

成長基幹分野 

基礎素材型産業 

輸送用機械関連産業 

成長加速分野 

医療関連産業   

環境・エネルギー関連産業 

次世代育成分野 

航空機・宇宙産業 

水素エネルギー関連産業 

バイオ関連産業 

ヘルスケア関連産業 

ＩｏＴ等関連分野 

 

※上記分野を支える「高度ものづくり産業」についても重点支援 
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【成長基幹分野】 

○ 瀬戸内海沿岸には、コンビナートが形成され、石油、化学メーカー等を中心

に世界規模で活躍する基幹企業群が立地・集積しており、県経済の重要な活力

源、発展基盤となっています。 

 

１ 基礎素材型産業 

主な製品・技術等 化学、鉄鋼、石油分野等製品等（機能性素材等） 

市場規模・成長性

等 

［機能性化学品（機能性素材）の世界市場規模］ 

約 50兆円〔H29経済産業省資料〕 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■製造品出荷額（基礎素材型）［H28］：山口県 69.3%（全国：36.3%） 

項目/分野 化学 石油・石炭 鉄鋼 

県内製造品出荷額

（割合） 

29.3% 

県内（1位） 

13.4% 

（2位） 

10.4% 

（3位） 

全国順位 6位 6位 10位 
 
■港湾貨物取扱量［H28］：山口県 第 11位（110百万 t） 

・国際拠点港湾：２港（徳山下松港、下関港） 

・重要港湾：４港（岩国港、三田尻中関港、宇部港、小野田港） 

※ 下線部：国際バルク戦略港湾（石炭） 

２ 輸送用機械関連産業 

主な製品・技術等 自動車、自動車附属品・関連部品等 

市場規模・成長性

等 

［自動車市場の動向］ 

世界販売約 9,300台/年、年 4～5％成長（国内市場約 500万台）、CASEに

よる市場拡大可能性 

［次世代自動車（電動車）の普及見通し］〔ＩＥＡ調べ〕 

2020年：15％ ⇒ 2030年：32％ ⇒ 2040年：51％ 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■製造品出荷額（組立加工型)［H28］：山口県 23.9％（全国：46.0％） 

項目/分野 輸送用機械 生産用機械 はん用機械 

県内製造品出荷額

（割合） 

 

17.0% 

県内（1位） 

全国（14位） 

3.2% 

（2位） 

1.7% 

（3位） 

 ※製造業全体では輸送用機械は化学工業（29.3％）についで県内第２位 

■県内自動車・同附属品製造業製造品出荷額状況等［H26］ 

項 目 事業所数 従業者数 製造品出荷額 

自動車・同附属品製

造業（対輸送機械割合） 

38所 

（29.7％） 

8,837人 

（62.1％） 

9,237億円 

（83.8％） 
 
■北部九州・広島・山口地域の自動車生産台数［H29］ 

 ・約 240万台（うち本県約 40万台） 
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【成長加速分野】 

○ 化学系メーカーを中心とした産業集積と、全国屈指の「せとうち・ものづく 

り技術基盤」により、親和性の高い「医療関連」、「環境・エネルギー関連」分 

野における研究開発や新規事業展開等が着実に進展しています。 

 

３ 医療関連産業 

主な製品・技術等 医薬品、検査・医療機器等 

市場規模・成長性等 ［国内医療機器市場］    （2020年）3.2兆円へ拡大 

［健康増進・予防等関連産業］（2020年）4兆円⇒ 10兆円へ拡大 

〔H26健康・医療戦略〕 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■医療機器・医薬品関連の製造品出荷額等 
  

項目/区分 医薬品原末・原液 医薬品製剤 医療機器  

出荷・生産額 564億円 1,897億円 125億円 

全国順位 第 4位 第 9位 第 28位 

※  出荷額：医薬品データ［H26］、生産額：医療機器データ［H27］ 

 

■産学公金連携による研究開発拠点の機能強化・形成 

・国立大学法人山口大学「再生・細胞治療研究センター」 

（がん免疫細胞療法、肝臓再生療法の研究開発等） 

・山陽小野田市立山口東京理科大学薬学部 

（薬学系人材の育成、地域健康産業活性化の取組等） 

 

■医療関連産業ｸﾗｽﾀｰの形成による研究開発・事業化の促進 

・医療機器等事業化件数：18件［H26-29］  

４ 環境・エネルギー関連産業 

主な製品・技術等 再生可能エネルギー、省エネ・環境、電池関連等 

市場規模・成長性等 ［再生可能エネルギー、蓄電池等市場規模］〔H25日本再興戦略〕 

(2020年)国内 10 兆円  ⇒ (2030年)11 兆円 

［省エネ・再エネ分野エネルギー関連投資］〔H28エネルギー革新戦略〕 

 エネルギー関連投資にして 28兆円の効果を志向（2030年度） 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■高い省エネ技術を有する基礎素材型産業が集積 

（県内の関連製品・技術等（一例）） 

＜製 品＞・太陽光発電システム・リチウムイオン電池 

・太陽熱利用システム・地中熱利用システム 

＜部素材＞・太陽電池素材（多結晶シリコン）・リチウム電池部材 

 

■環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ産業ｸﾗｽﾀｰの形成による研究開発・事業化の促進 

・環境・エネルギー分野事業化件数：35件［H26-29］ 
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【次世代育成分野】 

○ 水素関連産業、航空機・宇宙産業分野における先導的な取組や、バイオ、ヘ 

ルスケア、IoT等、次世代成長分野における市場の動向や県内企業、大学等の 

技術/研究シーズ、取組状況を踏まえ、これらの多様なポテンシャル等を最大 

限に活かした成長投資の拡大や成長産業の創出等に向けた戦略的なイノベー 

ションの展開を推進します。 
 

５ 航空機・宇宙産業 

主な製品・技術等 航空機主翼部材、エンジン・ロケット部品、衛星データ利用等 

市場規模・成長性等 ［航空機産業の売上目標］〔H27航空産業ビジョン〕 

（2014年度）1兆 6,661億円⇒(2020年)2兆円  ⇒（2030年）3兆円 

［宇宙産業の市場目標等］〔H28宇宙産業ビジョン 2030〕 

（現 在）1.2兆円 ⇒（2030年代早期）倍増   

本県の産業特性 

・状況等 

 

■航空機・宇宙産業への参入促進体制の構築 

・県内の優れたものづくり技術（精密機械加工技術）を有する

企業 6社による「山口県航空宇宙クラスター」の形成 

・JAXA「西日本防災衛星利用研究センター」の設置（H29.2）

と産学公連携（39団体参加）による「衛星データ解析技術研

究会」の設置、県産業技術センターに「宇宙データ利用推進

センター」を設置し宇宙データ活用に向けた各種支援を実施 

（県内企業の製品・技術等（一例）） 

・航空機主翼部材、ロケット部品、航空機エンジン素材・部品 

６ 水素エネルギー関連産業 

主な製品・技術等 水素燃料、燃料電池自動車、水素ステーション等 

市場規模・成長性等 ［モビリティ等での普及拡大］〔H29水素基本戦略〕 

（水素ｽﾃｰｼｮﾝ）      2020年度:160ヶ所 ⇒ 2030 年度:900ヶ所 

（水素燃料電池自動車）2020年: 4万台   ⇒ 2030 年: 80万台 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■水素の生産量等：［H20］32.9億 N㎥/ｙ［全国 10.3%を占める］ 

■周南市で、中四国、九州地方で初「液化水素製造工場」操業開

始（H25.6）、中四国地方初「水素ｽﾃｰｼｮﾝ」運用開始（H27.8） 

７ バイオ関連産業 

主な製品・技術等 機能性食品、高機能素材、バイオ医薬品、バイオ燃料等 

市場規模・成長性等 ［世界バイオ市場予測〔GDP〕］〔OECD資料〕 

世界のバイオ市場は、今後約 10年の間に約 200兆円の市場拡大予測 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■バイオ関連産業の基盤となる企業集積やバイオ関連の研究開

発拠点が形成 

・大学を中心とした研究開発拠点の形成、機能強化に向けた動

きが進展。（中高温微生物研究ｾﾝﾀｰ・再生・細胞治療研究ｾﾝﾀｰ・生命

医工学研究ｾﾝﾀｰ(各山口大学)、 山口東京理科大学薬学部等） 
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【次世代育成分野】 

８ ヘルスケア関連産業 

主な製品・技術等 健康・予防サービス、介護・福祉機器、生活支援サービス等 

市場規模・成長性等 ［ヘルスケア関連産業の市場規模］〔H25日本再興戦略〕 

2013年：（国内）16兆円 2020年：（国内）26兆円 

2030年：(国内) 37兆円  

本県の産業特性 

・状況等 

 

■医療関連産業クラスターの形成による研究開発・事業化の促進 

・医療機器等事業化件数：18件［H25-29］   
 
■健康・医療に関連する山口県の状況［H28］ 

 ・ 健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）の状況等 

 

性別/項目 

健康寿命（全国順位） 

「日常生活に制限の 

ない期間の平均」 

［備 考］ 

「日常生活に制限の 

ある期間の平均」 

男 性 72.18年（18位） 8.36年 

女 性 75.18年（16位） 11.66年 
  
 
・ 高齢化人口比率［H27］ 

項目 数 値 全国順位 

高齢者人口比率 32.1％ 第 4位 

 ※国の総人口に占める 65 歳以上人口の割合：27.3％ 

９ IoT 等関連分野 

主な製品・技術等 IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット技術等 

市場規模・成長性等 ［IoT・AIの経済成長へのインパクト］ 

実質 GDPの推移予測：132兆円増 

〔H29IoT時代における ICT経済諸課題に関する調査研究（総務省）〕 

本県の産業特性 

・状況等 

 

■IoT等の研究開発/導入促進に向けた県内プラットホーム 

 ○ 「山口県 IoT推進ラボ」（事務局：山口県） 

  ・IoTの導入・利活用の促進   

⇒多様な専門家で構成するカンファレンスチームや、助成 

金による支援（支援件数：11件） 

・「やまぐち IoT・ロボット技術研究会」（事務局：山口大学） 

   ⇒企業、産業技術支援機関、金融機関、大学、高等専門学

校等約 50社・機関参加 

   ・情報共有及び人材育成 

   ⇒市町担当者向けセミナーや、インターネットで県内外の 

会場をつないだ勉強会を開催 
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３ 取組の方向性と産業戦略プロジェクトについて 

（１）対象企業群に応じた取組の方向性 
 
○ 重点成長分野の拡大、発展を促すため、関係部局や民間金融機関等との連携

により、本県製造業における付加価値額の大宗を占め、本県経済、雇用を牽引

する瀬戸内の基幹企業群や地域中核企業群等の競争力強化や成長、創出を集中

的に支援します。 

 

区  分 方 向 性 

瀬戸内 

基幹企業群 

付加価値額 

約 60％ 

 

 

● コスト競争力の強化や生産性向上、成長分野の拡大 

・ 研究開発の加速化と成長分野への投資拡大 

・ ＩＴ化や人材不足等に対応した生産性の向上（省力化等） 

・ 地域企業との技術連携等による成長分野の開発促進 

 

● 技術革新や市場変化等に対応したサプライチェーンの再構築 

 

 

 

 

地域 

中核企業群 

付加価値額 

約 20％ 

 

 

 

● 地域経済・雇用を牽引する地域中核企業の創出、成長支援 

・ 地域中核及び候補企業群の発掘、創出 

・ 技術力強化や販路・域内調達の拡大（基幹企業、大学等との連携） 

・ コンサルティング、マッチング等による事業戦略等の強化 

・ 人材確保、省力化投資の拡大 

 

● 急成長の見込まれる企業の県内立地と主力企業への育成 

［地域中核企業]  

 

 

 

 

※ 地域未来牽引企業 39社（先導モデル） 

 
中小企業群 

（約 1800社） 

● 経営革新に取り組む中小企業の生産性向上 

※ ハンズオン支援を核とする一貫的な支援 
   

拠点整備 ● 高度都市型産業のモデル拠点整備 

 

 

技術連携、提携 

育成・集約化 

○ 地域の特性を活かして高い付加価値、経済効果を創出し、地域の経済成長 

・雇用を牽引する企業 

（域外販売及び域内仕入の割合が高い、成長性や従業員増加率が高い など） 

○ 従業員100人超で従業員増加率が高い 

○ 地域金融機関が成長を見込んでいる企業 
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（２）産業戦略プロジェクト 
  
   重点成長分野の拡大・発展や生産性の向上による県経済の持続的成長 

に向けた先導的・横断的プロジェクトを推進します。   

 

１ 瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 

 

２ 自動車新時代に対応したイノベーション創出プロジェクト 

 

３ 大規模産業用地活用促進プロジェクト  

 

４ 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

５ 地域中核企業等立地促進プロジェクト 

 

６ 高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 

 

７ 産業インフラ輸出促進プロジェクト 

 

８ 地域産業 IoT等導入促進プロジェクト  

 

９ スタートアップ企業立地促進・育成プロジェクト 

 

10 新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト  
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プロジェクト 
No 瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 

〔① 企業の国際競争力強化に資する港湾の機能強化〕 １-1 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 港湾取扱貨物量（110 百万トン）は全国第 11 位、石炭取扱量は全国第 1 位と

全国有数の物流拠点を形成。（2016(平成 28)年港湾統計） 

○ 石炭の一括大量輸送を実現し、企業の国際競争力強化に資する｢国際バルク戦 

略港湾｣施策の具現化に向けた取組を推進。 

・ 「国際バルク戦略港湾（石炭）」への選定。（徳山下松港・宇部港、2011(平 

成 23)年 5月） 

・ ファーストポートとなる大水深公共桟橋等、継続的な港湾施設整備を推進。 

・ 徳山下松港について、｢港湾運営会社｣の設立（2017(平成 29)年 9月）、「特 

定貨物輸入拠点港湾（石炭）」への指定。（2018(平成 30)年 2 月） 

○ 国際拠点港湾（徳山下松港、下関港）、重要港湾（岩国港、三田尻中関港、宇 

部港、小野田港）において、コンテナ貨物の増加等に対応する港湾整備を推進。 

・ 岩国港の臨港道路Ⅰ期区間（装束～新港）供用開始。（2016(平成 28)年 4 月） 

・ 三田尻中関港のガントリークレーン増設。（2018(平成 30)年 3月） 等 
 
［課題と方向性］ 

● 徳山下松港及び宇部港において、石炭の安定的かつ安価な輸送を実現するため 

の港湾施設整備、企業間連携の促進が必要。 

● 取扱貨物量や地域のニーズ等を踏まえ、県内各港の特性に応じた港湾の機能強 

化や利用促進に向けた取組の一層の強化が必要。 

 

２ プロジェクトの概要 

◎ 「国際バルク戦略港湾育成プログラム」に沿った取組の推進 

 ・ 徳山下松港及び宇部港において、国や民間事業者との連携の下、大水深公共

桟橋や荷さばき施設等の整備の推進。 

 ・ 港湾運営会社を核として、西日本における広域の石炭需要や石炭輸送の動向

を把握するとともに、大型船を用いた石炭の共同輸送の促進。 
 
◎ 県内各港の特性に応じた港湾の機能強化 

 ・ 徳山下松港や三田尻中関港におけるコンテナターミナルの再編整備、岩国港

における臨港道路の整備、徳山下松港におけるフェリーターミナルの再編整備

等、各港の特性に応じた港湾整備の推進。 

 ・ 利用者等のニーズを把握し、これまでの取組を検証した上で、ポートセール

ス等の更なる推進。 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

国際バルク戦略港

湾育成プログラム

に沿った取組推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内各港の特性に

応じた港湾の機能

強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

石炭共同輸送の実施回数（累計） ７回 

 

2017年度 ３０回 

 

＜宇部港＞ 

航路の浚渫等 

港湾運営会社を核とした大型船を用いた石炭の共同輸送の促進 

＜徳山下松港＞ 

桟橋新設、岸壁延伸、航路・泊地の浚渫、荷役機械の整備等 

＜コンテナ貨物の増加等に対応した国際拠点港湾及び重要港湾の整備＞ 

コンテナターミナル・フェリーターミナルの再編整備、臨港道路の整備、岸壁改良(耐震)等 

＜港湾物流の効率化、コスト縮減に向けたソフト施策の充実＞ 

ポートセールス、港湾施設使用料の減免等 

●三田尻中関港 岸壁改良(耐震)完了 

●徳山ポートビル建替完了 

 

 

●国際バルク戦略港湾の連携概念図 
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プロジェクト 
No 瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 

〔②「産業の血液」工業用水の安定供給体制の強化〕 １-2 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 周南地区において、水系を越えた広域的な供給体制を構築し、企業ニーズに対
応した新たな水資源を確保するため、島田川工業用水道事業に着手（2020 年当
初給水開始予定）。 

○ 慢性的な渇水への対策として、2014(平成 26)年度から川上ダムへの一時貯留、
下松市工業用水による応援給水制度、宇部丸山ダムにおける貯水システムの運用
を開始。 

○ 企業のコスト競争力の強化を図るため、企業の節水努力が料金に反映される二
部料金制を 2014(平成 26)年度から周南地区、岩国地区、宇部・山陽小野田地区・
美祢地区において順次導入。 

○ 「施設整備１０か年計画」に基づき、計画的・重点的な老朽化対策等を推進す
るとともに、企業ニーズを踏まえた宇部・山陽小野田地区の供給体制の再構築な
ど、工業用水の安定供給体制の強化に向けた取組の推進。 

 

［課題と方向性］ 

● 渇水対策の一層の強化や企業のコスト競争力強化に向けた要請への対応。 

● 企業の事業再編や新規投資計画等に伴う工業用水の需給状況の変化への的確 

な対応。 

● 本格的更新時期を迎える管路等工業用水道施設の老朽化対策や供給体制の再 

構築等による安定供給体制の強化。 

 

２ プロジェクトの概要 

◎ 「産業の血液」工業用水の安定供給体制の強化 

 ・周南地区における水資源・渇水対策 

     島田川工業用水道事業による工業用水の安定供給、和田取水の川上ダムへの 

一時貯留や下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用、水運用の見直

し等による渇水対策の強化 

・宇部・山陽小野田地区における水資源・渇水対策 

企業の減量や投資動向等を踏まえた供給体制の再構築、宇部丸山ダムにおけ 
る貯水システムの効果的な運用、水運用の見直し等による渇水対策の強化 

・料金制度の効果的な運用 

二部料金制の運用 

・施設の老朽化対策等の推進 
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末武川ダム

光 市

下 松 市

御屋敷山

配 水 池
下 林

取水場

建設区間

約 10km

周 南 市

島田川

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

工業用水道管路の更新整備延長 

（累計） 
２．９Ｋｍ 2017年度 ３．９Ｋｍ 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

周南地区にお

ける水資源・渇

水対策 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソ
フ
ト 

宇部・山陽小野

田地区におけ

る水資源・渇水

対策 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ソ
フ
ト 

料金制度の 

効果的な運用 

ソ
フ
ト 

  

 

 

 

施設の老朽化 

対策等の推進 

ハ
ー
ド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ソ
フ
ト 

＜隧道の点検及び補修・補強＞ 

島田川工業用水道事業 宇部･山陽小野田地区再構築 

＜島田川工業用水道事業＞ 

＜和田取水の川上ダムへの一時貯留＞ 
＜下松市工業用水による応援給水制度の効果的な運用＞ 
＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

＜宇部丸山ダムにおける貯水システムの効果的な運用＞ 
＜水運用の見直し等による渇水対策の強化＞ 

＜二部料金制の運用＞ 

＜管路等の老朽化対策の推進＞ 

給水開始 
（予定） 

建設 

＜供給体制の再構築＞ 

詳細設計 工業用水施設整備 
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プロジェクト 
No 瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 

〔③迅速かつ円滑な物流を支える幹線道路網の整備等〕 １-3 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 迅速かつ円滑な物流等を実現するため、物流等基盤強化に資する山陰道や地

域高規格道路、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の整備を促

進するとともに、特殊車両通行許可制度の改善を推進。 

・ 山陰道（長門・俵山道路）の整備促進（2009(平成 21)年 3月～） 

・ 山陰道（俵山・豊田道路）の新規事業化（2016(平成 28)年 4月） 

・ 山陰道（木与防災）の新規事業化（2017(平成 29)年 4月） 

・ 小郡萩道路（絵堂萩道路）の新規事業化（2014(平成 26)年 4月） 

・ 小野田湾岸道路の開通（2014(平成 26)年 12 月） 

・ 国道１９１号（下関北バイパス）の開通（2015(平成 27)年 3月） 

・ 山口宇部道路（由良インターチェンジ）のフルランプ化（2015(平成 27) 

  年 6 月） 

・ 山口宇部道路（小郡ジャンクション）の開通（2016(平成 28)年 3月） 

・ 国道２号（小月バイパス）の４車線化（2017(平成 29)年 4月） 

・ 上記幹線道路等の整備により、主要渋滞箇所の渋滞が緩和。（山の田交差点、

綾羅木駅前交差点、栄町交差点等） 

・ 大型車両の通行を誘導すべき道路として、国道２号他 29路線の指定により、

特殊車両通行許可制度を改善（2014(平成 26)年 10月 26路線）（2016(平成 28)

年 4月 4 路線） 

［課題と方向性］ 

● 瀬戸内基幹企業群のコスト競争力強化や生産性向上を図るため、アクセス性 

の向上や渋滞の緩和などに資する幹線道路網の整備等が必要。 

２ プロジェクトの概要 

◎ 迅速かつ円滑な物流を支える幹線道路網の整備等を促進 

 ・ 高規格幹線道路の建設促進 

   広域的な連携の強化に資する山陰道の建設を促進。 

 ・ 地域高規格道路等の建設促進 

     地域高規格道路や、港湾・空港等とのアクセス向上に資する国道・県道の建

設を促進。 

  ・ 特殊車両通行許可制度※の改善 

   大型車両の通行を誘導すべき道路の指定による特殊車両通行許可制度の改

善を推進。 

（※ 道路法および車両制限令に基づき、特殊車両が公道を通行するにあたり必要となる許可制度） 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

高規格幹線道路の

建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域高規格道路等

の建設促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊車両通行許可

制度の改善 

   

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

国道・県道の整備完了延長 － 2017年度 ３０km 

緩和する主要渋滞箇所数 － 2017年度 ３箇所 

＜山陰道（長門・俵山道路）の整備促進＞ 
＜山陰道（俵山・豊田道路）の整備促進＞ 
＜山陰道（木与防災）の整備促進＞ 

＜山陰道（未着手区間）の新規事業着手＞ 

＜利用者ニーズの把握、輸送ルートの選定等＞ 
＜大型車両の通行を誘導すべき道路の指定（国）＞ 

＜岩国・大竹道路の整備促進＞ 
＜小郡萩道路（絵堂萩道路）の整備促進＞等 

広島県

島根県

福岡県

地域高規格道路 下関西道路
地域高規格道路 山口宇部小野田連絡道路

地域高規格道路 小郡萩道路

地域高規格道路 岩国大竹道路

国道１８８号

岩国錦帯橋空港

岩国港

山陰道

山陰道

中国縦貫自動車道

山陽自動車道

地域高規格道路 下関北九州道路

徳山下松港

三田尻中関港

宇部港

小野田港

下関港

国道２号

山陰道

山口宇部空港

国道２号
国道２号

地域高規格道路 周南道路

国道１８８号

＜俵山・豊田道路＞

＜長門・俵山道路＞

山陰道

＜小郡萩道路（絵堂萩道路）＞

＜富海拡幅＞
＜周南立体＞

＜柳井市南町～平生町築廻＞

＜岩国南バイパス南伸＞

＜岩国・大竹道路＞

＜長門市～下関市間＞

山陰道

＜島根県益田市～萩市間＞

＜下関市才川～山の谷＞

未着手区間 未着手区間

事業中 事業中

供用済 供用済

事業中 早期事業化要望

国際拠点港湾 重要港湾

空港

凡
　
　
　
例

高規格幹線道路 地域高規格道路

その他

幹線道路

山陰道

＜木与防災＞

山口県の幹線道路網 

＜未着手区間の新規事業着手＞ 
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プロジェクト 
No 瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 

〔④国際競争力の強化に向けたコンビナート企業間の連携促進〕 １-4 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 県内コンビナートの国際競争力の強化に向け、全県的な連携を図るため、2015 

（平成 27）年に、「山口県コンビナート連携会議」を設置・運営するとともに、 シ

ンポジウムの開催など機運を醸成。 

〇 各地域（岩国・大竹、周南、宇部・山陽小野田）において、「地域コンビナー

ト企業連携検討会議」を設置・運営し、安全防災や規制緩和、人材育成等、10

件の企業間連携が実現（平成 29年度末時点）。 

（主な実現内容） 

・ 大規模地震・津波に対する危機管理体制の強化（H27） 

・ 各社遊休資産等のデータベースの構築(H28) 

・ 工場立地法に係る規制緩和の共同提案の実施(H29) 

・ 研修の共同実施（人材育成スキルアップセミナー）(H29) 
 
［課題と方向性］ 

● 石油・石化製品の国内需要の減少やグローバル競争の激化に対応するため、経

済再生に向けた石油・石油化学・化学産業等の国際競争力の強化が必要。 

● 本県の強みである瀬戸内沿岸の基幹企業の国際競争力の強化、生産性の向上、

成長分野への投資拡大を図るため、地域コンビナート内の企業間やコンビナート

間の連携を、より一層促進していくことが必要。 

２ プロジェクトの概要 

◎ 国際競争力の強化に向けたコンビナート企業間連携による「次世代型コンビナート」

連携モデルの構築の促進 

石油・石油化学・化学産業等の国際競争力の強化を図るため、共同物流・輸

出体制の構築や原材料の融通・最適化などを行う「次世代型コンビナート」企

業間連携モデルを構築 

◎ 産業イノベーションの展開に向けた研究開発力強化・人材育成 

◎ コンビナート企業間の連携促進（地域の継続テーマ） 

・ 工場立地法に関する規制緩和や施設等の 

相互利活用の促進 

・ 防災対策強化の促進 

（大規模地震・津波に対する危機管理体制 

の情報交換による防災対策強化） 

・ 産業人材の育成の促進 

（共同での人材育成プログラム等を活用した 

プラントオペレーターの人材育成の促進） 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

「次世代型コンビナ

ート」企業間連携モ

デルの構築の促進 

   

コンビナート企業間の連携促進（地域の継続テーマ） 

工場立地法の規制

緩和・資産・施設

等の相互利活用の

促進 

 

 

 

  

防災対策強化の促

進 

   

産業人材の育成の

促進 

   

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

生産性向上等に資する大規模連

携事業の実現 
－ 2017年度 実現 

 

＜大規模地震・津波に対する危機管理体制の情報交換による防災対策強化の促進＞ 

＜高度機能統合、共同物流改革、ＩｏＴ活用による生産革新＞ 

＜プラントオペレーターの人材育成の促進＞ 

＜資産・施設等の相互利活用の促進＞ 

＜規制緩和の要望事項を検討・実現＞ 
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プロジェクト 
No 自動車新時代に対応したイノベーション創出プロジェクト 

〔自動車産業の急速な構造変化等に向けた対応〕 ２ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ マツダ（株）防府工場及び同社と関連する企業が立地・集積。本県における工

業製造品出荷額の約 2 割（第 2 位）を占める輸送用機械器具製造品（全国第 13

位）のうち、自動車関連は約 9,200 億円と 8割超。（平成 26 年）。 

○ 北部九州・広島地域を合わせた生産台数は約 240万台と、国内の一大生産基地 

を形成。 

○ 自動車産業は、いわゆる「CASE」による技術革新により、100年に一度の変革

期にある状況 

［課題と方向性］ 

● 次世代自動車の普及拡大に伴い、エンジン部品、駆動・伝達部品等の削減が見

込まれることから、バッテリーやモーター、電子部品、軽量・機能性部材等の新

市場創出や新規参入への対応が必要。 

● 自動車産業の動向や自動車メーカーのニーズ把握とともに、多様な産業分野に

おける県内企業（自動車関連、素材型メーカー等）の連携、マッチングの強化を

通じ、技術開発・提案力の向上や新技術・新製品・新市場の開拓、生産性向上な

どの勝機につなげることが必要。 

 

２ プロジェクトの概要 

 
◎ 自動車産業の構造変化に向けた研究会や産学公金連携組織の設置 

 ・ 自動車産業の構造変化や将来見通しについて、自動車関連をはじめ素材系、

電子部品、技術加工等幅広い企業の連携や情報・技術交流のためのプラット 

フォームを形成 

 ・ 「次世代のクルマづくり」に係る中長期的技術についての展開方向を探求 

（軽量化・高性能技術、製造方法の効率化、コストダウン方法等） 

◎ 自動車関連企業のイノベーション創出支援 

・ ワークショップ等による企業間連携の仕組みづくり 
 
  ・分野別ワークショップ、技術交流会 

・自動車メーカー等のニーズ/シーズ発信による研究会 

・商談会やマッチング支援等 
 
・ 企業の競争力・開発力強化に向けた研究開発・事業化への支援 

   

 



24 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

自動車産業の構造

変化に向けた研究

会や産学公金連携

組織の設置 

  

 

 

自動車関連企業の

イノベーション創

出支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

自動車産業産学公金連携組織へ

の参画企業数（累計） 

- 

 

2017年度 １００社 

 

 

 

系列外県内企業（化学素材メー
カー、電子関連、機械加工等）

Ｔ２

Ｔ３

T1

マッチング、連携

系列メーカー

・低コスト生産への改善、次
世代自動車や新分野・新技
術に対応した製品・部品等
の開発
・メーカーへの提案、供給

系列外メーカー

自
動
車
産
業
の
構
造
変
化
に
向
け
た
研
究
会

自動車産業の構造変化に
対応した新市場への参入
拡大

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
メ
ー
カ
ー
等
か
ら
の
ニ
ー
ズ
提
案

②
関
連
企
業
内
部
検
討
・
試
作

③
メ
ー
カ
ー
等
へ
の
提
案
・
検
討

④

納
品
・
量
産

⑤
関
連
企
業
の
存
続
発
展

関係機関・団体の連携による技術、事業化、マッ
チング支援

取組フロー メーカーと県内企業間連携 

分野別ワークショップの開催、技術交流会 

商談会やマッチング支援 

自動車メーカ－等によるシーズ／ニーズ発信による研究会 

研究会の開催（4 回/年） 

 

産学公金連携組織の設置と運営 
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プロジェクト 
No 大規模産業用地活用促進プロジェクト 

〔大規模工場跡地を活用した企業立地の促進〕 ３ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 県内の主要産業団地の分譲率が 90％を超える中、企業にとって魅力ある事業 

用地確保のため、工場の撤退などによって生じている企業の未利用地（約 370ha）

を企業誘致の受け皿として、誘致活動に活用。 

○ 近年、企業の生産拠点の再編等により、大規模な工場跡地が発生。 

［課題と方向性］ 

● コンビナートなど産業集積エリアにおける大規模な工場跡地の発生は、地域の

雇用や取引先など関連企業等への様々な影響が懸念されることから、本県の立地

環境の優位性や充実した産業インフラを活かし、成長分野を中心とした企業の立

地促進など、地域産業の活性化に向けた取組の強化が必要。 

● 主要産業団地の分譲率が 90％を超え、企業にとって魅力ある事業用地が少な

くなっており、企業誘致の受け皿となる新たな事業用地の確保が必要。 

● 大規模工場跡地の利活用によるコンビナートなど産業集積エリアの一層の活

性化を促すため、関係機関等による連携体制の充実強化が必要。 
 

 

２ プロジェクトの概要 

◎ 大規模工場跡地の利活用に係る地元市町や企業等との連携・推進体制の構築 

・ 県庁内サポートチームの設置による、地元市町や企業等のニーズを踏まえ

た一元的な支援策の検討・調整実施。 

・ 県、市町、関係企業等によるプロジェクトチームの設置による、大規模工

場跡地の具体的・効果的な活用に向けた、関係機関等の連携体制の強化と既

存の産業インフラを活かした大規模工場跡地の活用方策等の検討。 

◎ 産業集積エリアの活性化に向けた効果的な企業立地の促進 

・ 東アジアへの近接性や豊富な産業人材など、本県の立地環境の優位性や経

済波及効果、市町のニーズを踏まえた戦略的な企業誘致活動の展開。 

・ 県独自の支援制度や地域未来投資促進法等に基づく優遇制度の活用・提案

等による企業の新規立地の促進。 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

大規模工場跡地の

利活用による地元

市町や企業等との

連携・推進体制の

構築 

 

 

 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業集積エリアの

活性化に向けた効

果的な企業立地の

促進 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年 

目標値 数値 基準年/年度 

企業誘致件数（累計） ２５件 

 

2017年 ７５件 

 

 

 

  

         

 

 

跡地所有企業 市町 地元関連企業等 県 

① 跡地所有企業等のニーズの確認 

② 跡地活用事例の研究、対応策の検討 

③ 活用方策・企業誘致方針等の確認 

企業誘致活動 

(重点成長分野） 
企業立地 

地域の活性化 ① 情報発信 

③ 優遇制度の活用 
④ 企業誘致強化策等の検討 等 

プロジェクトチーム設置 

 

設置 

② 誘致活動  

プロジェクトチームによる取組 

関係機関によるプロジェクトチームの設置/運営 

 

・ コンビナート等跡地活用事例の研究、対応策の検討 等 

・ 企業、地元市町のニーズを踏まえた活用方策の検討・提案 等 

誘致活動 

 

 

 

 

 

設備投資等に対する優遇制度等の活用等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報発信 

 

 

 

 

 

立地環境の優位性等を積極的に PR（セミナーの開催、リーフレットの作成等） 

 

 

 

 

 

 

県庁内サポートチームの設置 

地元市町や企業等のニーズを踏まえた支援策等を一元的に検討・調整 

 

重点成長分野の企業への訪問の実施 

 

 

 

 

 

 

県独自の支援制度や地域未来投資促進法等の活用 

 

 

 

 

検討・取組内容 
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プロジェクト 
No 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

〔地域中核企業への総合的支援体制の構築〕 ４ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 2017年（平成 29年）7月、地域の中核企業をターゲットに、地域内に高い経 

済的波及効果を及ぼす「地域経済牽引事業」の創出を目的とした地域未来投資促 

進法が施行。本県においても、市町との共同により法に基づく基本計画を策定。 

［計画分野］成長ものづくり、農林水産、地域商社、第 4次産業革命 

      観光・スポーツ・文化・まちづくり、まちづくり、再生可能エネルギー 

ヘルスケア 

○ 本県製造業における付加価値額の約８割を大企業及び地域中核企業が創出。 

○ 地域中核企業を含む県内中小企業等に対する県独自の研究開発補助金や技術 

支援等により、医療や環境・エネルギー等の成長分野において、53件が事業化。 

（平成 26年度からの 4年間（平成 30 年 3月末時点）） 

［課題と方向性］ 

● 本県の産業力の一層の強化を図るためには、地域中核企業群と瀬戸内の基幹企 

業との連携の強化や、コネクターハブ企業をはじめとする今後の成長性が高い 

「地域中核企業」の創出・成長の促進が重要。 

● 地域中核企業が成長する上での様々な課題・ニーズに対応するには、民間ノウ 

ハウや技術的知見も活用した官民一体となった経営・技術的課題等全般にわたる 

総合的支援が必要。 

 

２ プロジェクトの概要 

◎ 「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」の設置による地域中核企業

の創出・成長のための総合的、集中的な支援の推進 

 ・ 地域金融機関や産業支援機関等の連携による官民一体となった「地域中核企 

業創出・支援カンファレンスチーム」の設置。 

 ※「やまぐち地域中核企業サポーター」 

  カンファレンスチームを構成する地元金融機関の担当者を知事が委嘱。専門ノウハウ・ 

ネットワークを活かしたコンサルティング等の支援を実施。 

＜支援対象候補企業＞：成長性が見込める地域中核企業約 60～70社 

・ 地域未来投資促進法や、産業支援機関、金融機関等の多様な公的・民間支援 

メニューを活用し、技術力強化や販路・域内調達の拡大、事業戦略の強化等、 

企業ニーズに応じた総合的・集中的支援を実施。（総合サポートプラン提案等） 

◎ 地域中核企業経営者等の意識啓発、機運醸成等の促進 

・ 意識啓発セミナー、産学公マッチング、情報交換会等の開催。 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

「カンファレンスチー

ム」の設置による 

地域中核企業の創

出・成長のための

総合的、集中的な

支援の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域中核企業経営

者等の意識啓発、 

機運醸成の促進 

   

 
 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

地域経済牽引事業計画承認件数 

（累計） 

１３件 2017年度 ４５件 

地域経済牽引事業による付加価

値増加額 

― 2017年度 １１５億円 

 

カンファレンスチームの設置・活動 

・ 連絡会議の開催/支援対象企業の選定、総合的サポートプランの作成 

・ サポートプランに基づく総合的支援の実施（技術力

強化や販路拡大・域内調達の拡大、コンサルティング

による事業戦略の強化等） 

企業ニーズの施策への反映/研究等 

 ・ 調査研究事業の実施等 

経営者意識啓発セミナー等の開催 

・ セミナー、マッチング、情報交換会等の開催 
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プロジェクト 
No 地域中核企業等立地促進プロジェクト 

〔県経済を牽引する担い手である地域中核企業等の誘致〕 ５ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 積極的なトップセールスや県独自の支援制度、本県の誘致活動を応援する「企

業誘致立志応援団」の活用等により、医療や環境・エネルギーなど成長分野の企

業に対し、重点的・戦略的な企業誘致活動を展開。 
 

 
平成 26年からの 4年間の誘致状況： 

医療関連分野における大型企業を含む 100 件超の企業誘致 3,000 人超の計画雇用 

創出 

 

［課題と方向性］ 

● 若者の県外流出に歯止めをかけ、活力の源となる産業力を強化するため、雇用

の場のさらなる創出が必要。 

● 主要産業団地の分譲率が 90％を超え、企業にとって魅力ある事業用地が少な

くなっており、企業誘致の受け皿となる新たな事業用地の確保が必要。 

 

２ プロジェクトの概要 

◎ 地域中核企業を含む重点成長分野の重点的な企業誘致活動の展開 

 ・ 重点成長分野の企業を対象とした、東アジアへの近接性や豊富な産業人材な

ど、本県の立地環境の優位性・経済波及効果を踏まえた戦略的な企業誘致活動

の展開。 

・ 県独自の支援制度や地域未来投資促進法等に基づく優遇制度の活用・提案等

による企業の新規立地の促進 

・ 県内の未利用地・遊休地の情報収集や、企業誘致の受け皿となる新たな事業

用地の確保 

◎ 「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」等による誘致企業への総合

サポート 

・ 「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」による誘致企業の技術力

強化や販路・域内調達の拡大、事業戦略の強化等、企業ニーズに応じた総合的・

集中的支援を実施。 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

地域中核企業を含

む重点成長分野の

重点的な企業誘致

活動の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地域中核企業創

出・支援カンファ

レンスチーム」等

による誘致企業へ

の総合サポート 

   

 
 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年 

目標値 数値 基準年/年度 

企業誘致件数（重点成長分野） 

（累計） 

－ 2017年 ２０件 

 

＜誘致活動＞ 

 

＜情報発信＞ 

＜事業用地の発掘・紹介＞ 

・ 地域中核企業を含む重点成長分野の企業に対して戦略的誘致活動を展開 

 

・ 企業環境の優位性等を積極的に PR（セミナーの開催、リーフレットの作成等） 

＜カンファレンスチームの設置・活動＞ 

支援対象企業の選定、総合的サポートプランの作成・支援 

 

企
業
誘
致
活
動 

優遇制度の活用 

県独自の支援制度や地
域未来投資促進法等の
制度活用 

情報発信の強化 

トップセールスやインターネ
ット等訴求力の高い媒体の活
用による効果的な情報発信等 

重点成長分

野の関連企

業を戦略的

に誘致 

(基礎素材型

産業、医療関

連産業等９

分野) 

企
業
立
地
の
実
現 

○経済の活性化 

 

○雇用の場の創出 

 

○人口減の抑制 

誘致企業に対するカンファレンスチー

ムの派遣による集中支援等 

事業用地の発掘 

企業にとって魅力ある
事業用地の確保 
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プロジェクト 
No 高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 

〔高度産業人材の確保・育成〕 ６ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 本県のものづくり技術基盤を活かした、「医療」「環境・エネルギー」等成長分

野の産業の育成に向けた、高度産業人材（理系大学院修了者・薬剤師有資格者）

の確保のため平成 27年度に県内企業の協力を得て、「奨学金返還補助制度」を全

国に先駆けて創設（昨年度 20名）。 

○ 一方で、高校生、大学生等、若者の県内定着に向けた取組が積極的に進められ

ているものの、県外流出には歯止めがかかっていない状況。 

○ また、本県には化学系企業を中心に高度ものづくり技術を誇る企業やその製

造・研究開発拠点が集積。それら基幹企業と地元中小企業等との連携の強化、県

内技術者・研究者等の人材育成や活用の促進が強く求められている。 

［課題と方向性］ 

● 奨学金制度対象決定者の補助対象企業への就職状況は 3 割程度に留まってお

り、企業側、学生のニーズを踏まえた効果的な制度の見直しが必要。 

● 地域の産業を担う高度産業人材の確保・育成に向けては、教育や雇用分野等の

関係機関が連携した効果的、総合的な人材確保・育成の取組を進めることが必要。 

● 瀬戸内基幹産業を中心とした高度な技術・知識を持つ技術者・研究者と県内中

核企業等との技術交流や、そうした人材の県全体での確保・活用を図ることで、

県内企業の技術力・研究開発力向上、技術者・研究者の人材育成の進展を期待。 

 

２ プロジェクト概要 

◎ 重点成長分野のイノベーション展開に向けた研究開発力の強化や人材の確

保・育成 

・ 県内研究者の技術交流プラットフォーム（「Ｒ＆Ｄラボ」）の設置等による高

度産業人材の育成や技術力、研究開発基盤の強化 

・ 高度技術者等の技能・知識を活かす人材登録制度(ＯＢ等人材バンク)の構築

による産業人材の確保や活用、技術支援等の強化 

◎ 産業人材の確保 

・ 県内就職関連事業の連携促進等、若者（高校生、大学生）の県内定着に向け

た効果的展開 

・ 企業ニーズや地域中核企業の成長に向けた産業人材確保制度の充実 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

重点成長分野のイ

ノベーション展開に

向けた研究開発力

の強化や人材の

確 保 ・ 育 成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産 業 人 材 の 

確 保 

   

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

研究開発・人材活用システムへ

の参加企業数（累計） 

- 2017年度 ５０社 

奨学金補助制度を活用した県内

就業者数 

４ 2017年度 ２０人 

 

企業間連携による研究開発・人材活用システム

Ｒ＆Ｄラボ
（研究開発・人材育成)

県内企業研究者による技術交流
や共同研究、セミナー･ワーク
ショップの開催等

ＯＢ等人材バンク
(人材登録による活用)

技術技能別の技術者ＤＢを構築。
企業とのマッチング・派遣、技
術開発シーズの事業化の提案。

※新技術、研
究開発等を希
望する事業者

※技術者等の
確保・育成や
技術支援等を
希望する事業
者

参画
参画

派遣

中小企業

研究者・高度技能者ＯＢ等

登録

※技術開発シー
ズの提供による
事業化の提案

＊共同研究等によ
る若手研究者育成

＊成長産業創出
を期待

大手企業 参画

提案 協力

～Ｒ＆Ｄラボ機能（研究開発基盤）と人材バンク機能（高度技術者人材活用）を一体的に運用～

提案

企業間連携による研究開発・人材活用システムの構築 

「R＆D ラボ」の創設・運用 

「高校生県内就職促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の活用による県内就職の促進 

庁内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ設置 

による取組の検討 

 

若者の県内定着に向けた支援 

高度産業人材確保事業（奨学金返還補助支援制度）の充実 

既存事業の実施､制度検討 

企業ニーズの把握 
制度準備 制度運用 

制度検討・準備 「R＆Dラボ」創設・運用 

「高度技術者 OB 等人材バンク」の創設・運用 

制度検討・準備 システム構築 運用開始 
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プロジェクト 
No 産業インフラ輸出促進プロジェクト 

〔水産分野の産業インフラの海外事業展開の促進 等〕 ７ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 「水産インフラ輸出構想」の策定（H28.10） 

 

 

 

 

〇 ベトナム国キエンザン省政府関係者の招聘、同省における一連の水産物の鮮度 

管理システム導入に係る取組の推進に関する覚書の締結（H29.5） 

○ 構想の具現化に向け、事業実施可能性調査（FS事業）を実施（H29.8～H30.2） 

 

 

 

 

 

［課題と方向性］ 

● ＦＳ事業で明らかとなった課題をキエンザン省と共有し、同省に対して、漁獲 

から流通までの各プロセスにおける課題解決に向けた取組を促すことが必要。 

● ＦＳ事業により整理されたロードマップを踏まえた、県内企業のキエンザン省 

での事業展開に向けた支援が必要。 

 

２ プロジェクトの概要 

◎ キエンザン省政府との連携による、水産バリューチェーン構築に向けた取組の

推進 

 ・ 専門家派遣、キエンザン省関係者の招聘等による理解促進 

 ・ ベトナム政府、キエンザン省政府への継続的な働きかけの実施 

◎  県内企業のキエンザン省での事業展開に向けた支援 

・ 官民一体となった「水産インフラ輸出構想研究会」の開催 

・ 国等支援事業（JICA「中小企業海外展開支援事業※」の積極的導入等） 

の活用に向けた支援 
 
※JICA「中小企業海外展開支援事業」について 
・ 案 件 化 調 査：企業の製品・技術等を相手国の開発に活用する可能性を検討する調査 
・ 普及・実証事業：企業の製品・技術等の現地適合性を検証し、普及方法を検討する事業 

 

◎  水産インフラ輸出構想の推進状況を踏まえた他分野での展開に向けた検討・ 

助言等 

◆構想の概要 

漁獲、加工など一連の水産関連企業の立地がある本県の強みを活かし、漁獲から流通に至

る一連の鮮度管理システムの導入に高いニーズがあるベトナム等アセアン地域に対して、パ

ッケージでインフラ輸出を行い、関連企業の業績拡大を通じた県経済の活性化を図る。 

◆ＦＳ事業の概要 ※水産バリューチェーンの課題把握や水産インフラ普及拡大可能性を調査 

・初期投資額 367.2億円に対し、直接経済効果として年間 279.1億円と試算。 

・漁獲、加工販売、物流保管の各プロセスにおける課題解決により、2023年までを目処に 

個別インフラの導入、2028年を目処にバリューチェーン完成を目指す。 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

キエンザン省政府と

の連携による、水産

バリューチェーン構

築に向けた取組の

の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内企業のキエン

ザン省での事業展

開に向けた支援 

 

 

 

 

 

   

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

JICA など国等の支援メニューを活用した

案件化調査及び普及・実証事業件数 

０件 2016年度 ５件 

 

 

漁 船

一連の鮮度

管理システム

市 場港湾・漁港

保 管

加 工

水産バリューチェーン構築に向けた総合的な支援 

キエンザン省 

「水産インフラ輸出構想研究会」の開催  

・ 専門家派遣、キエンザン省関係者の招聘等による理解促進 

・ ベトナム政府、キエンザン省政府への継続的な働きかけの実施 

国等の支援事業を活用した同省における事業展開を図る取組の支援 

・ 官民一体となった「水産インフラ輸出構想研究会」の開催 

 

・ 国等支援事業（JICA「中小企業海外展開支援事業」の積極的導入等） 

の活用に向けた支援 

一連の鮮度 

管理システム    

パッケージによる 
インフラ輸出 

（ＯＤＡの活用） 
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プロジェクト 
No 地域産業ＩｏＴ等導入促進プロジェクト 

～やまぐちコネクテッド・インダストリーズ～ 

〔ＩｏＴ等導入・利活用の促進〕 

８ 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

〇 ＩｏＴをはじめとする第４次産業革命の技術は、全ての生活、産業分野におけ

る革新を促し、急速な導入、市場開発等が進められているところ。 

○ 一方、県内企業のＩｏＴ導入率は、3.9％（全国平均：7.0％）と低位にとどま

っており、このため、本県においては、平成 29 年 3 月に「山口県ＩｏＴ推進ラ

ボ」を設置するなど、ＩｏＴ等の導入・利活用促進に向けた推進体制の整備を図

るとともに、きめ細かな支援を実施。 

・｢山口県ＩｏＴ推進ラボ｣の設置 ・｢ＩｏＴ・ロボット技術研究会｣の設立支援 

・ＩｏＴビジネスプランナーの配置 ・ＩｏＴ導入促進助成金による支援 

［課題と方向性］ 

● 重点成長分野のさらなる発展や、人手不足、過疎化・高齢化への対応など、本 

県特性を踏まえたＩｏＴ等の導入促進により、企業の生産性向上や人材不足の解

消、ＩｏＴ等を活用した新事業・サービス等の創出を図ることが必要。 

２ プロジェクトの概要 

◎ ＩｏＴビジネス創出支援拠点の形成（県産業技術センター） 

・ 山口県版ＩｏＴビジネス創出基盤の構築（システム構築とＬＰＷＡ※の設置） 

・ ＩｏＴ全体を俯瞰できる幅広い技術を持つ専門家の配置 

・ ＩｏＴビジネス創出プロジェクト（複数の共同開発プロジェクト）への支援 
 
※ＬＰＷＡ（Low Power Wide Area）…ＩｏＴ向けの新たな省電力広域無線通信

方式（広範囲、長寿命、低コスト） 
 

◎ 重点成長分野を中心とした、生産性・付加価値向上やサービス創出に向けた先導

的プロジェクト等への支援 

 ・ 通信キャリアとの連携による、ＬＰＷＡ技術を活用したＩｏＴ等利活用実証 

フィールドの整備(ものづくりやビッグデータ活用、観光、地域課題解決等) 

・ 県重点成長分野や国の成長戦略の発展に資する先導的プロジェクト等に対す 

る支援 

◎ 第４次産業革命の進展を見据えた人材育成 

・ データサイエンティストを育成する企業や地元大学との連携等による高度 

ＩｏＴ人材の育成 

◎ 全県的なＩｏＴ等導入の促進・波及 

・ ｢山口県ＩｏＴ推進ラボ｣を核とした、産学公連携による県内中小企業のＩｏ

Ｔ等の活用による、生産効率改善や技術力を活かしたｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出を支援 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

ＩｏＴビジネス創
出支援拠点の形成 

 
 

   

生産性・付加価値
向上やサービス創
出に向けた先導的
プロジェクト等への
支援 
（重点分野中心） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次産業革命の
進展を見据えた人
材育成 
 

 

 

 

  

全県的なＩｏＴ等
導入の促進・波及 
 
 

   

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

先導的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる IoT等導入件数(累計) - 2017年度 ５件 

中小企業のＩｏＴ導入率 ３．９％ 2016年度 １６．０％  

 

ＩｏＴビジネス創出支援拠点の形成 

ＩｏＴビジネス創出支援拠点 先導的プロジェクト等支援 

高度ＩｏＴ人材育成 

プロセス・イノベーション 
〔製造・サービス工程の変革〕 

プロダクト・イノベーション 
〔先進的な製品・サービスの創出〕 

・ 山口県版ＩｏＴビジネス創出基盤の構築 
・ ＩｏＴ専門家の配置 
・ ＩｏＴビジネス創出プロジェクトの支援 

第４次産業革命の進展を見据えた人材育成 

・ 高度ＩｏＴ人材の育成（ＩｏＴベンダー、ＩｏＴユーザー） 

（事業例）・コンビナート企業の生産性向上・省力化 
 ・中山間地域の課題解決（農業生産性向上等） 
・行政課題解決（公共インフラのコスト縮減）等 

通信キャリアとの連携協定締結 

 

連携協定に基づく実証事業の実施/導入 

 

先導的プロジェクト等に対する支援 

 

全県的なＩｏＴ等導入の促進・波及 

・ ＩｏＴ等利活用実証フィールドの整備 

・ 国、県、関係機関による研究開発補助、融資、ファンド等による支援 

 

・ ＩｏＴビジネスプランナー・カンファレンスチームによるハンズオン支援 
・ 業種の特性や事業段階に応じた多彩なメニューによる支援 

全県的なＩｏＴ等導入の促進・波及 
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プロジェクト 
No スタートアップ企業立地促進・育成プロジェクト 

   〔研究開発型スタートアップ企業の誘致〕 ９ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 創業起業者の複合的な機能を有する創業支援施設「やまぐち創業応援スペース 

（mirai365）の開設・運営、子育て期の女性の創業支援のための「女性創業セ 

ミナー（WITTY）の開催、「女性創業応援やまぐち株式会社（WISやまぐち）」の 

設立、商工会議所等に配置したコーディネータによる創業支援等により、新規創 

業を推進。 
 
※ 平成 29年度の創業数は 228件を実現（過去 5年間で 1,013件）。 

 
［課題と方向性］ 

● 今後の県経済の発展には、県経済を牽引する地域中核企業の創出が必要。 

その一環として、「スタートアップ企業」を本県に積極的に呼び込み、成長支 

援を行うことが重要。 

※「スタートアップ企業」：研究開発等によるイノベーション創出を通じた社会貢献や急激な 

成長が見込まれる企業 

● 「スタートアップ企業」は東京に集中。地方にはその集積がほとんどなく、今

後、誘致・育成に取り組んでいくことが必要。 

 

２ プロジェクトの概要 

◎ 地域の産学公金がスタートアップ企業と事業パートナーとして連携・支援し、

本県の主力企業として育成を促進 

 ・ 重点成長分野（９分野）のイノベーション展開に資する研究開発等を行う「ス 

タートアップ企業」の誘致 

（対象企業：少子高齢化・過疎化等の本県の地域課題解決、重点成長分野の発 

展につながる取組を展開する企業） 

・ 民間の資金提供やネットワークによる支援 

◎ 「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」等によるスタートアップ 

企業への総合サポート 

・ 「地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム」によるスタートアップ企

業の技術力強化や販路拡大・域内調達の拡大、コンサルティングによる事業戦

略の強化等に向けた集中的支援の実施 
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地域中核企業創出・支援カンファレンスチーム
産業技術
センター

・技術的助言
・開発支援 等

産業振興
財団

・販路開拓
・事業展開 等

山口県

・地域未来投
資促進法
・各種補助、融
資 等

金融機関

・事業性評価
・コンサルティ
ング 等

大学

・調査、研究
・技術開発 等

スタートアップ企業

民
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等

誘致
・
支援

連携

支援

急成長

地域の主力企業
・重点成長分野
（９分野）の
イノベーション
展開
・地域課題（少子
高齢化・過疎化
等）の解決

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

地域の産学公金が

事業パートナーとし

て連携・支援し、本

県の主力企業とし

て育成を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「地域中核企業創

出・支援カンファ

レンスチーム」等

によるスタートア

ップ企業への総合

サポート 

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年 

目標値 数値 基準年/年度 

スタートアップ企業の誘致件数 

（累計） 

- 2017年 ５社以上 

スタートアップ企業の選定/育成 

重点成長分野（９分野）に係る研究開発等を行うスタートアップ企業 

民間金融機関等による支援 

コンサルティングによる事業戦略の強化等融資等の資金サポート 

地域中核企業創出・支援カンファレンスチームによる支援 

・技術力強化や販路・域内調達の拡大 

・地域未来投資促進法（国・県の補助制度や課税特例、金融支援、規制緩和等）

による支援等 
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プロジェクト 
No 新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト 

〔新山口駅周辺の拠点性向上による産業振興の推進〕 １０ 

 

１ 現状と課題 

［現 状］ 

○ 山口市において、平成 33年度当初の供用開始を目指し、「交流人口創出」、「起

業創業・中小企業支援」、「企業の人材支援」、「新産業創出促進」等の機能を備え

た、「新山口駅北地区拠点施設」の整備が進展。 

○ 本拠点施設は、県の陸の玄関である新山口駅周辺の拠点性を高め、県全体の産

業振興や交流人口の拡大等の拠点形成につながるプロジェクトであることから、

2017（平成 29）年 7 月、県・市全体調整会議を設置し、積極的な支援を進めて

いる。 

 

 

 

［課題と方向性］ 

● 本拠点施設が、本県産業の活性化や産業人材確保・育成等に向けた高度な都市

型産業の支援拠点となるよう、市や関係機関等の連携・協力により、施設の立地

環境や利便性等を活かした機能の充実・強化を図っていくことが必要。 

２ プロジェクトの概要 

◎ 交流人口創出に係る連携 

・ 県内の観光・物産に関する情報発信 

・ コンベンションの誘致、各種大会、イベント等の施設利用の促進 

◎ 企業・人材支援機能に係る連携 

・ 県関係の産業支援機関等の拠点施設への移転の検討・実現 

・ 市施設（起業創業支援センターなど）と連携した起業創業・中小企業支援機

能の強化（ワンストップ化） 

◎ 新産業の創出促進に係る連携 

・ 健康産業支援施設の「ライフイノベーションラボ※」開設への支援 

※ ライフイノベーションラボ：フィットネスと地域医療とが連携し、運動プログラムの提供等による健 

康づくりのサポートやフィットネス利用者のデータを活用した新たな産業の創出に取り組む施設。 
 
・ 市、大学等との連携による先端技術を活用したヘルスケア関連製品・サービ

スの開発に向けた実証事業展開 

◎ アクセス道路の整備 

・ 拠点施設への利便性向上に寄与する、山口宇部道路からのアクセス道路とな

る都市計画道路新山口駅長谷線他の整備 

◎ 関連施設の整備 

・ 県央部多部制定時制高校の整備や拠点施設機能との連携 

（主な施設） 「多目的ホール」、「起業創業支援センター」、「ライフイノベーションラボ」 

「アカデミーハウス」等 
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３ 工程表 

取 組 2018年度 2019年度 2020年度 

交流人口創出に係

る連携 

 

 

 

 

  

 

企業・人材支援機能

に係る連携 

 

 

 

  

新産業の創出促進

に係る連携 

 

 

 

  

アクセス道路の整

備 

 

 

  

関連施設の整備  

 

  

 

４ 取組目標（指標） 

  
指標名 

現状値 2020年度 

目標値 数値 基準年/年度 

新山口駅北地区拠点施設と連携 

した産業、交流拠点の形成 

― 2017年度 実現 

 

＜拠点施設の利用促進＞ 

＜起業創業・中小企業支援機能の強化＞ 

＜ヘルスケア産業の創出に向けた実証事業展開等への支援＞ 

＜都市計画道路新山口駅長谷線他の道路整備＞ 

＜県央部多部制定時制高校の整備＞ 

・ 「ライフイノベーションラボ」開設への支援 

・ 市、大学等との連携による先端技術を活用したヘルスケア関連製品・サービスの

開発に向けた実証事業展開への支援 

観光・物産に関する情報発信事業の連携 

・ 県関係の産業支援機関 

等の移転入居の検討・実現 

コンベンションの誘致、各種イベント等における連携 

・ 市施設と連携した中小企業支援機能の強化の検討・実現 

拠点施設への利便性向上に寄与するアクセス道路整備 

＜観光案内の強化＞ 

県央部多部制定時制高校の整備や拠点施設機能との連携 

全体イメージ（平成 30 年 6 月 1 日時点） 
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４ 重点成長分野に関連する主な施策展開等 

 

■ 成長基幹分野 

１ 基礎素材型産業 

〔産業基盤の整備〕 

○ 企業の国際競争力強化に資する港湾の機能強化 

・ 国際バルク戦略港湾（徳山下松港・宇部港）の実施計画である育成プログラムに 

沿った取組の推進 

・ 各港の特性に応じた港湾の機能強化 

○ 物流等基盤の整備 

・ 物流等基盤強化に資する幹線道路の整備の推進 

・ 特殊車両通行許可制度の改善等による物流の効率化 

○ 工業用水の安定供給 

・ 企業ニーズや経営環境の変化に的確に対応した水資源の確保と渇水対策の推進 

・ 「施設整備 10か年計画」に基づく工業用水道施設の計画的・重点的な老朽化対 

策等の推進 

○ 企業間連携の促進 

・ 瀬戸内海沿岸のコンビナート企業等による国際競争力強化に向けた連携の促進 

・ 自動車産業の構造変化に対応した関係企業の連携の促進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎ 瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト 

◎ 自動車新時代に対応したイノベーション創出プロジェクト 

 

２ 輸送用機械関連産業 

〔急速な構造変化等に向けた事業環境の整備〕 

○ 自動車新時代に対応したイノベーション創出 

・ 自動車産業の構造変化に対応した関係企業の連携の促進［再掲］ 

・ 自動車関連企業のイノベーション創出支援 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎  自動車新時代に対応したイノベーション創出プロジェクト 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

 

■ 成長加速分野 

３ 医療関連産業 

〔強みを活かした県内産業の発展の促進（付加価値の高いものづくりの拡大等）〕 

○ 医療関連産業の育成・集積 

・ 医療関連産業イノベーションの推進 

・ 付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 
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・ ヘルスケア関連産業の創出・育成プラットホーム構築 

・ 医薬品等産業集積と薬学部開学を活かした産学公金連携の推進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎ 新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

４ 環境・エネルギー関連産業 

〔強みを活かした県内産業の発展の促進（付加価値の高いものづくり拡大等）〕 

○ 環境・エネルギー産業の育成・集積 

・ 環境・エネルギー産業イノベーションの推進 

・ 付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 

・ 県産省・創・蓄エネ関連製品の導入促進による関連産業の育成 

・ 地域の実情に応じた利活用方策の検討等を通じた次世代自動車の普及促進と 

関連産業の育成 

・ 廃棄物の３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）、低炭素化及び地域循環圏 

の形成等に取り組む資源循環型産業の強化 

・ ＣＯ２や排水等を活用した産学公金連携による事業化の検討 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

 

■ 次世代育成分野 

５ 航空機・宇宙産業 

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくり拡大等）〕 

○ 新たな成長産業の育成・集積 

・ 新たな成長産業のイノベーション創出に向けた推進体制の整備 

・ 付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 

・ 宇宙利用産業創出拠点の設置・運営 

・ 衛星データを活用したソリューション開発等の支援 

・ 航空機・宇宙機器産業分野での受注体制構築等を通じた地域中核企業の育成支援 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

６ 水素エネルギー関連産業 

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくり拡大等）〕 

○ 全国をリードする「水素先進県」の実現 

・ 水素社会を見据えた新たな技術開発の促進による産業振興 

・ 先進的な水素利活用モデルの展開による地域づくり 

・ 水素利用の拡大に向けた基盤づくり 
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対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

７ バイオ関連産業 

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくり拡大等）〕 

○ 新たな成長産業の育成・集積 

・ 新たな成長産業のイノベーション創出に向けた推進体制の整備 

・ 付加価値の高い研究開発や事業化、販路拡大等の促進 

・ バイオ関連産業イノベーションの推進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

８ ヘルスケア関連産業 

〔強みを活かした県内産業の発展の促進（付加価値の高いものづくり拡大等）〕 

○ 医療関連産業の育成・集積 

・ ヘルスケア関連産業の創出・育成プラットフォームの構築［再掲］ 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎ 新山口駅北地区拠点施設整備支援プロジェクト 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

９ IoT等関連分野 

〔成長が期待される県内産業の育成と発展の促進（付加価値の高いものづくり拡大等）〕 

○ 新たな成長産業の育成・集積 

・ IoTを活用した生産性の向上や技術開発に向けた取組の推進 

・ 生産性向上や省力化、新サービス・事業の創出に向けた IoT等の導入促進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎ 地域産業 IoT等導入促進プロジェクト 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

 

■ 各成長産業分野共通（企業誘致、人材確保、地域中核企業成長支援） 

〔企業誘致の推進による産業力の強化〕 

○ 企業誘致の推進 

・ 既存の産業団地等を活用した企業誘致と新たな事業用地の発掘 

・ 成長が期待される分野の誘致活動の推進 

・ きめ細かな情報収集、トップセールス等による情報発信などを活かした企業誘致 

の推進 

・ 企業の投資動向等を踏まえた立地企業への支援 

・ 本社機能の移転等に向けた誘致活動の推進 

・ 地域中核企業等の誘致の推進 
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・ スタートアップ企業の県内誘致と主力企業への育成 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎ 大規模産業用地活用促進プロジェクト 

◎ 地域中核企業等立地促進プロジェクト 

◎ スタートアップ企業立地促進・育成プロジェクト 

関連 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

 

〔産業イノベーションに向けた研究開発力強化等〕 

○ 高度産業技術人材の育成・確保 

・ 産業技術ｾﾝﾀｰの技術支援を通じた中小企業の中核的な技術人材の育成 

・ 山口大学における企業の次世代イノベーション人材等育成の取組促進 

・ 山口東京理科大学における GMP（医薬品品質保証）等医薬分野の人材育成の取組 

促進 

・ 産業人材の確保・育成や新産業創出 

・ やまぐち産業振興財団における企業の中核となる人材育成の取組促進 

・ ＯＢ人材活用基盤の整備 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎ 高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 

 

〔地域中核企業等の成長支援による県経済の成長促進〕 

○ 地域中核企業等の創出・成長支援 

・ 地域金融機関等との連携による地域中核企業への支援［再掲］ 

・ 地域中核企業等の誘致の推進［再掲］ 

・ スタートアップ企業の県内誘致と主力企業への育成［再掲］ 

・ 奨学金返還補助制度を活用した地域中核企業等の成長に向けた人材確保支援 

・ 水産インフラなど県内企業が有する産業インフラ関連技術・製品の輸出促進 

対応・関連する「産業戦略プロジェクト」 

◎ 地域中核企業創出・成長支援プロジェクト 

◎ 高度産業人材確保・活用支援プロジェクト 

◎ 産業インフラ輸出促進プロジェクト 
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５ 産業戦略指針における指標について 

（１）全体指標 

本県製造業全体の生産性、付加価値等の動向を把握できる指標を設定します。

 

（２）プロジェクト別指標 

各プロジェクトの取組の進捗状況に係る指標を設定します。 

  

 

指 標 2020年度目標 現状（H29工業統計）

付加価値額 ２．０兆円 1.8兆円

労働生産性〔付加価値額/従業者数〕 ２，１００万円/人 1,923万円/人

プロジェクト名 指 標 現状値 2020年/年度

瀬戸内産業競争力・生
産性強化プロジェクト

（港湾）
石炭共同輸送の実施回数
（累計）

７回
（2017年度）

３０回

（工業用水）
工業用水道管路の更新整
備延長（累計）

２．９Km
（2017年度）

３．９Km

（道路）
国道・県道整備完了延長
緩和する主要渋滞箇所数

-
(2017年度)

３０Km
３箇所

（コンビナート）
生産性向上等に資する大
規模連携事業の実現

-
(2017年度)

実 現

自動車新時代に対応し
たイノベーション創出
プロジェクト

自動車産業に係る産学公
金連携組織への参画企業
数（累計）

-
(2017年度) １００社

大規模産業用地活用
促進プロジェクト

企業誘致件数（累計） ２５件
(2017年)

７５件

地域中核企業創出・成
長支援プロジェクト

地域経済牽引事業計画承
認件数（累計）

１３件
（2017年度）

４５件

地域経済牽引事業による
付加価値増加額

-
（2017年度）

１１５億円

地域中核企業等立地
促進プロジェクト

企業誘致件数
（重点成長分野）（累計）

-
(2017年)

２０件

高度産業人材確保・活
用支援プロジェクト

研究開発・人材活用システ
ムへの参加企業数（累計）

-
(2017年度)

５０社

奨学金補助制度を活用し
た県内就業者数

４人
(2017年度)

２０人

産業インフラ輸出促進
プロジェクト

JICAなど国等の支援メ
ニューを活用した案件化調
査及び普及・実証事業件数

０件
(2016年度)

５件

地域産業IoT等導入
促進プロジェクト

先導的プロジェクトによる
IoT等導入件数（累計）

-
(2017年度)

５件

中小企業のIoT導入率 ３．９％
(2016年度)

１６．０％

スタートアップ企業立地
促進・育成プロジェクト

スタートアップ企業の誘致
件数（累計）

-
(2017年)

５社以上

新山口駅北地区拠点施
設整備支援プロジェクト

新山口駅北地区拠点施設
と連携した産業、交流拠点
の形成

-
(2017年度)

実 現


